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平成 22 年度税制改正大綱（抄） 

平成21年12月22日 
閣 議 決 定  

第３章 各主要課題の改革の方向性 

３．法人課税 

 

（１）現状と課題 

我が国の国税と地方税を合わせた法人実効税率は、国際的にみると高く、国際競争力などの観点から税

率引下げの必要性が指摘されるところです。他方で、法人所得課税の負担に社会保険料事業主負担をあわ

せてみると、国際的にも必ずしも高い水準ではないという見方もあります。また、租税特別措置により、

実質的な企業の負担には産業によってばらつきが見られます。 

 

（２）法人税の改革の方向性 

このところ法人課税の分野では、主に租税特別措置により特定の分野や活動に限られた財源を集中する

ことで我が国経済を後押しする手法がとられてきました。しかし、諸外国をみれば、この間に課税ベース

の拡大と併せた法人税率の引下げが進んできています。そこで、我が国でも、第２章で述べた通り、租税

特別措置の抜本的な見直しなどを進め、これにより課税ベースが拡大した際には、成長戦略との整合性や

企業の国際的な競争力の維持・向上、国際的な協調などを勘案しつつ、法人税率を見直していくこととし

ます。 

 

（３）中小法人に対する軽減税率の引下げ 

我が国において地域経済の柱となり、雇用の大半を担っているのは中小企業です。こうした中小企業を

支えることは、税制にとっても重要な課題の一つです。このため、租税特別措置の見直しに当たっても、

中小企業にはできる限りの配慮を行います。また、公益法人などに対する税率との均衡等も勘案しつつ、

厳しい経営環境の中で必死に利益を上げている中小企業を支援するため、中小法人に対する軽減税率を引

き下げることが必要です。これについては、課税ベースの見直しによる財源確保などと合わせ、その早急

な実施に向けて真摯に検討します。 
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（４）特殊支配同族会社における業務主宰役員給与の損金不算入制度 

特殊支配同族会社（いわゆる一人オーナー会社）については、現在、業務主宰役員（一人オーナー）の

役員給与の一部を損金不算入とする制度が設けられています。この制度は、特殊支配同族会社の業務主宰

役員は自ら給与を決めることで税負担の調整を図ることが可能であるという点を踏まえ、そうした役員給

与が法人段階で損金算入され、個人段階でも給与所得控除の対象となる「二重控除」の問題に対処するた

めに設けられたものです。しかし、この制度については、二重控除を是正する手法として適当かといった

批判があります。 

このため、本制度は平成 22 年度税制改正で廃止します。その上で、給与所得控除を含めた所得税のあり

方について議論をしていく中で、個人事業主との課税の不均衡を是正し、「二重控除」の問題を解消する

ための抜本的措置を平成 23 年度税制改正で講じることとします。 
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Ⅰ．法人の状況 

 

 

 



欠損法人
185.7万社
71.5％

資本金１億円以下
3.3兆円
37.5％

資本金１億円以下
72.6万社
28.0％

資本金１億円未満
2,177万人
58.3％

資本金
１億円超
1.4万社
0.5％

資本金１億円超
2.7兆円
29.8％

資本金１億円以上

685万人
18.3％

資本金100億円以上
2.6兆円
28.8％

資本金10億円以上
874万人
23.4％

連結法人
0.4兆円
3.9％

連結法人
258社
0.0％

雇用者数

法人税額

法人数

法人数（２５９．７万社）
利益計上法人（７４．１万社）

資本金１億円超の法人（連結含む）：６２．５％

（注）１．法人数については、連結子法人を除いている。
　　　２．雇用者数は「１年を通じて勤務した給与所得者」と「１年未満勤続者」との合計である。
（出所）「会社標本調査（20年度分)」及び「民間給与実態統計調査(20年分)」（国税庁）

２５９．７万社
（平成20年度）

８．９兆円
（平成20年度）

3,736万人
（平成20年）

法人の内訳（法人数、法人税額及び雇用者数）
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（注）サービス業は、会社標本調査におけるサービス業と料理飲食旅館業との合計である。
（出所）「会社標本調査」（国税庁）

法人税の業種別割合の推移

2.7
30.2%

3.6
45.1%

4.1
36.3%

6.0
36.9%

4.4
33.5%

3.8
35.0%

4.1
30.2%

1.3
15.0%

0.4
5.3%

0.7
6.5%

1.3
8.3%

1.2
9.2%

1.5
14.0%

1.8
13.4%

1.7
19.5%

1.5
18.9%

1.8
16.3%

2.7
16.6%

2.2
17.0%

1.9
17.0%

2.4
17.6%

0.5
5.1%

0.6
6.9%

1.9
16.9%

1.7
10.6%

1.6
12.3%

0.8
7.4%

1.0
7.2%

1.0
11.6%

0.8
9.8%

1.2
10.'%

1.2
7.2%

1.2
9.1%

1.3
11.9%

1.2
8.7%

0.6
6.3%

0.2
3.0%

0.5
4.5%

0.7
4.2%

0.4
3.0%

0.4
4.1%

0.9
6.4%

0.5
5.4%

0.7
8.3%

0.7
6.5%

2.2
13.8%

1.7
12.8%

0.6
5.8%

0.6
4.1%

0.3
3.0%

0.2
2.7%

0.3
2.3%

0.4
2.5%

0.4
3.2%

0.5
4.7%

0.6
4.2%

0.4
3.9%

1.1
8.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

昭56

昭61

平3

平8

平13

平19

平20

13.5兆円

10.9兆円

11.2兆円

13.2兆円

16.1兆円

8.0兆円

製造業 サービス業 卸・小売業
金融

保険業
運輸通信
公益事業 不動産業

建設業

その他 連結法人

8.9兆円
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欠 損 法 人 割 合 の 推 移

39 40 42 47 48 51 54 57 60
66

71 72
77 80

86 90
97

103
109

115
121

126
131 135

140
145

150 154 158 162 166 170
178

185
196

208

222
229

234 237 240 244 247 251 253 254 255 255 255 257 258 259 259 260

186
174

31 37 35 37
52 58 64 66 67 70 75 82 86 90 92 92 94 95 97 101 110

122
139

149155
158 160 169 177 173 174 176 174 172 173 172

12 10 11 14 13 14 14 15

19 22 25 27 27 26 27 27

22.8

25.0
26.2

38.6
36.9

35.5

71.5

67.1

59.1

53.1

48.4
49.7

31.1

35.9

66.3
67.067.1

68.168.368.4
69.9

67.3
68.9

62.7

64.5 64.7 64.8

49.6
51.3

52.5
54.3

53.0
54.8

55.4 55.4

47.6
48.2

49.9

46.3

49.148.8

32.1

35.9

32.3

30.2

26.7

25.4

71.7

67.4

 

23.9
25.2

29.2

27.0

27.0

31.1
32.8

 

37.5

35.0

32.9
31.4

30.3

32.4

36.0

32.2 32.5

43.0

46.4

49.3 49.0
47.8

48.4

50.1

53.3

55.0
55.6 55.7

54.6

52.7
51.6

49.9
48.7

50.0

53.3

59.3

63.0
64.7 65.0 65.1

67.6
70.2

68.7 68.7
69.2

68.4
67.4

66.7
67.4

 
 

51.0

43.3

21.8

24.9

44.6

48.5

47.2

47.6

42.4

38.1

32.6

30.2

29.2

31.0

42.5

45.6
45.4

49.849.0

47.4
46.2

45.6
45.8

29.329.7

30.8
31.9

32.1
31.9

31.6 31.2
30.1

37.9

28.927.8 27.4

30.5

34.2
35.3

29.6

24.324.7

27.7

29.8

32.0

30.3
29.0

18.1

0
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30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
0

100

200

300

400

500

600

全法人数

欠損法人数

全法人

資本金１億円以下の法人

資本金１億円超の法人

(年(度)分)

（注）１．「会社標本調査」(国税庁)による。
　　　２．昭和60年分～平成17年分は各年の２月１日から翌年の１月31日まで、平成18年度分以降は各年の４月１日から翌年の３月31日までの間に終了した事業年度を対象期間としている。
　　　３．平成15年分～平成20年度分の全法人は連結法人を含むが、資本金別は連結法人を含まない。
　　　４．資本金別について、平成19年度以前は｢資本金１億円未満法人｣及び｢１億円以上の法人｣の計数である。
 　　 ５．網掛け部分は、景気後退期を示している（内閣府設定の景気基準日付を参照）。

(％)

昭

平

(万社)
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（注）１．付加価値の内訳は「法人企業統計調査」（財務総合政策研究所）による。
　　　２．欠損法人割合は「会社標本調査」（国税庁）による。

9.5%
13.7%4.0%

6.0% 3.6%

6.0%

4.4%

4.2%
7.5%

9.6% 8.9%

7.7%

10.8%

12.0%
9.6%

6.6%
3.8%

12.5%

6.9%
4.1%

6.9%

8.0%
6.8%

9.3%

11.9% 10.3%

51.6%

54.0% 56.7%

49.1%
54.7% 53.8%

15.4%
18.5%

18.5%

1.8%

14.1%

5.1%

1.8%1.7%1.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

(153兆円) (119兆円)(117兆円)(145兆円)

(64兆円)(64兆円)

(82兆円)(83兆円)

(12)

(27兆円)(28兆円)

(5)

(12)

(2)

(5)

(13)

(5)

(10)

(▲4)

(9)

(15)

(10)

(11)

(5)

(13)

(8)

(2)

(14)

(16)

(5)

(14)

〔平成20年度〕

＜資本金１億円未満＞ ＜資本金１億円以上＞

法 人 企 業 の 付 加 価 値 の 内 訳

欠 損 法 人 割 合67.6% 47.6%

動産･不動産賃貸料

支 払 利 息 等

福 利 厚 生 費

従 業 員 給 与

役 員 給 与

租 税 公 課

営 業 純 益

付 加 価 値 総 額

〔平成20年度〕〔平成10年度〕 〔平成10年度〕〔昭和63年度〕 〔昭和63年度〕

(20兆円)

(67兆円)

(9)

(12)

(10)

(5)

(6)

(129兆円)

51.6%

(1)

(44兆円)

(8)

(11)

(7)

(13)

29.7%

(90兆円)

(3)

(5)

71.7% 51.0%
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（注）１　「当期所得」は、繰越欠損金額の控除後の金額である。
（注）２　出典：　税務統計から見た法人企業の実態－会社標本調査結果報告－（国税庁）

所得金額と繰越欠損金額の推移

-15.1-15.4-16.4-17.1-15.3-17.8-22.2
-28.6

-38.7
-45.6

-62.0-65.2

-84.3
-91.1-94.5

-79.7
-70.4

-78.9
-70.8-70.5-69.9

-90.8

30.3 30.3 34.7 40.9
47.4 50.4 49.5

42.9
36.4 32.4 38.5 37.0 32.7 31.1 36.8 39.6

32.8 32.8 38.9 42.5
55.6 55.2

35.2

2.2 2.0
2.1

3.1
3.0 2.7

2.6
2.8

3.5 4.3

6.1 6.1
6.1 7.7

12.1 10.2

7.7 10.4

13.0

9.1 9.6

7.4

64.7 64.8

42.6

-79.3

-55.5

31.6

12.83.1

55.5

32.5 32.3
36.8

44.0
50.5 53.4 52.2

45.5
39.2

35.9 35.9

44.6 43.1
38.8 38.8

48.9 49.8

40.5 43.2

51.7

-100

-80

-60

-40

-20

0

20

40

60

80

昭60
(1985)

61
(86)

62
(87)

63
(88)

平元
(89)

2
(1990)

3
(91)

4
(92)

5
(93)

6
(94)

7
(95)

8
(96)

9
(97)

10
(98)

11
(99)

12
(2000)

13
(01)

14
(02)

15
(03)

16
(04)

17
(05)

18
(06)

19
(07)

20
(08)

（兆円）

（備考）平成17年分以前は各年の２月１日から翌年の１月31日まで、平成18年度分以降は各年の４月１日から翌年の３月31日までの間に終了した事業年度
　　　を対象期間としている。
（出所）「会社標本調査」(国税庁)

翌期繰越欠損金額

繰越欠損金控除額
所得金額（繰越控除後）

（年(度)分）
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0.15
0.19 0.20

0.13
0.08 0.09 0.08 0.09 0.11 0.09

0.05 0.07 0.07 0.06
0.10

0.42

0.57
0.58

0.63

0.29

0.57

0.42 0.44
0.46 0.46

0.51
0.54

0.41

0.31

0.42
0.46

0.41 0.44

0.50

0.44
0.41

0.58

1.03

1.23

0.77

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

平元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

（外国税額控除：兆円）

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

(試験研究費の税額控除：兆円）

（注）平成13年分以前の「試験研究費の税額控除額」については、エネルギー需給構造改革推進設備等を取得した場合の税額控除額等を含む。
（出所）「会社標本調査」（国税庁）

（年（度）分）

外国税額及び試験研究費の税額控除額の推移

外国税額控除額

試験研究費の
税額控除額

研究開発税制の拡充
【総額型の導入等】
（平成15年度改正）
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Ⅱ．法 人 税 

 

 

 



法 人 税 収 と 税 引 前 当 期 純 利 益 の 推 移

13.1
15.8

18.4 19.0 18.4
16.6

13.7
12.1 12.4 13.7 14.5 13.5

11.4 10.8 11.7
10.3 9.5 10.1 11.4

13.3
14.9 14.7

10.0

5.2 6.0

28.1

38.1

32.8

24.1

18.8

27.5

33.0

43.4

46.9

49.0

18.3

7.1

11.9

23.1

24.1

21.7

38.9

35.8

19.220.7

12.6

22.122.7

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

昭61
(86)

62
(87)

63
(88)

平元
(89)

2
(1990)

3
(91)

4
(92)

5
(93)

6
(94)

7
(95)

8
(96)

9
(97)

10
(98)

11
(99)

12
(2000)

13
(01)

14
(02)

15
(03)

16
(04)

17
(05)

18
（06）

19
（07）

20
（08）

21補
（09）

22予
（10）

43.3% 42% 42% 40% 37.5% 37.5% 37.5% 37.5% 37.5% 37.5% 37.5% 37.5% 34.5% 30% 30% 30% 30% 30% 30% 30% 30% 30% 30% 30% 30%

研究開発・設備投資減税等
▲1.4兆円

（兆円）

　（注）１.法人税収は、20年度までは決算額、21年度は補正後予算額、22年度は予算額による。
        ２.グラフ中の税制改正による増減収見込額は、平年度ベースの金額である。
  　　　３.税引前当期純利益は、法人企業統計調査（財務総合政策研究所）による。

（年度）
法人税率の推移

法人税制改革　　　　　　 ▲0.3兆円
　 税率引下げ        　　　▲1.4兆円
課税ベースの適正化  ＋1.1兆円

国際水準並みへの
税率引下げ ▲1.7兆円

税引前当期純利益

法人税収

抜本的税制改革
税率引下げ ▲1.3兆円
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昭和 63 年度～ 
平成 12 年度 

(88 年～00 年) 

平成 13 年度 
(01 年) 

平成 14 年度 
(02 年) 

平成 15 年度
(03 年) 

平成 16 年度
(04 年) 

平成 17 年度
(05 年) 

平成 18 年度 
(06 年) 

平成 19 年度 
(07 年) 

平成 20 年度 
(08 年) 

平成 21 年度 
（09 年） 

平成 22 年度 
（10 年） 

法人 
税率 

○63法人税率の引下げ、 
配当軽課税率の廃止 

 留保 42⇒○元40 
 配当 32⇒○元35 
⑩法人税率の引下げ 
37.5⇒34.5％ 

⑪法人税率の引下げ 
34.5⇒30％ 

        

○中小法人等の
軽減税率の引
下げ(２年間)
22 ⇒ 18％ 

 

○63受取配当の益金不算入
割合の引下げ 

 100⇒○元90⇒②80％ 
 
④欠損金の繰戻し還付の
適用停止 

 
⑩課税ﾍﾞｰｽの見直し 
（賞与引当金の廃止等、

減価償却の見直し等） 

 
 

○課税ﾍﾞｰｽの
見直し 

（退職給与引
当金の廃止、
受取配当等
の益金不算
入制度の見
直し(80⇒
50％) 等） 

 

 
 
 
○研究開発、設
備投資減税
の集中・重点
化 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
○欠損金の繰

越期間の延
長 

 
 
 
 
 
 
 
 
○企業再生関

係税制の整
備 
 

 
 
 
○研究開発税制

の見直し等 
 
 
 
 
 
○留保金課税制

度の抜本見直
し 

 
○一人ｵｰﾅｰ課税

制度の導入 

 
 
 
 
 
○減価償却制度

の見直し 
 
 
 
○留保金課税制

度の見直し
（中小企業を
適用除外） 

○一人ｵｰﾅｰ課税
制度の見直し 

 
 
 
○研究開発税制

の拡充等 
○減価償却制度

の見直し 
 
 
 

 
 
 
○研究開発税制

の拡充 
○省エネ・新 

エネ設備等の
即時償却制度
の導入 

 
○中小法人等の

欠損金の繰戻
し還付の適用
停止の廃止等

 
 
 
○租特の抜本的

見直し(情報
基盤強化税制
の廃止等) 

 
 
 
 
 
 
 
○一人ｵｰﾅｰ課税

制度の廃止 

⑪株式交換等に係る課税
の特例の創設 

⑫金融商品に対する時価
評価等の導入 

○企業組織再
編税制の創
設 

 

○連結納税制
度の創設 
 

 

 
 

○連結付加税
の廃止 

 
 

 

○会社法の施行
に伴う税制の
整備 

 

 
○三角合併等に

対応した企業
組織再編税制
の見直し 

○信託税制の
整備 

 

 
 

   
 

 
○資本に関係

する取引等
に関する税
制の見直し 

法

人

税

改

正

内

容 

課 税 

ベース 

○○等 

 
○認定NPO法人
制度の創設 

 
○認定NPO法人
制度の拡充 

  
 
 

 
○公益法人制度

改革に対応し
た税制の整備 

 
○認定NPO法人

制度の認定手
続等の簡素化

備 
 

考 

関連 

する 

制度 

改正 

⑩NPO法人制度の創設 
⑪株式交換・株式移転制

度の導入 
⑫金融商品に対する時価

評価の導入 

○会社分割法
制の創設 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 

  

○会社法の施行
 
○会社法対応の

企業会計の導
入 

○信託法の改正 
 
 
 
 

○新しい公益法
人制度の施行 
（20年12月1日） 
 
 

  

近 年 の 主 な 法 人 税 制 改 正 の 動 向 

⇒②37.5 
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率
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法  人  税  率  の  推  移

財政再建に資するため

所得税減税に伴う財源確保（暫定税率）

暫定税率の期限切れ

税制の抜本的な改革（経過税率）

税制の抜本的な改革（本則税率）

昭56 昭62 平11平元昭59 　平２

(1980) (2000)(1990)

平10

法人税率の引下げと課税ベースの適正化

平21

国際水準並みへの引下げ

基本税率

中小法人の軽減税率

時限的引下げ
（H21.4.1～H23.3.31)
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あるべき税制の構築に向けた基本方針（抄） 

平成14年６月 
税制調査会 

第二 個別税目の改革 
二 法人課税 

１．法人税 

 

(2) 今後の改革の方向 

① 基本的考え方 －歪みの少ない中立的な税制の構築と政策税制の重点化－ 

法人税は、経済がグローバル化する中で、企業の創意工夫を尊重し、競争力を維持・強化するため、国

際的に整合性がとれ、企業活動に対し歪みの少ない中立的な税制であることを基本とすべきである。 

このような観点から、平成 10 年度以降、課税ベースを拡大しつつ、税率を国際水準並みに引き下げると

ともに、連結納税制度の導入等の大きな改革を行ってきた。今後とも、経済社会の活性化のために、この

ような基本方針で法人税の改革を行っていく必要がある。 

   しかしながら、累次の税率引下げにより、国の法人税率は既に先進国並みの水準となっており、開発途

上国の水準を念頭において、これ以上の税率引下げを行うことは適当ではない。 

今後の法人税率の水準については、わが国の租税負担全体の水準や税体系全体のあり方との関連、更に

は先進国との税率のバランスを踏まえて検討していくべきである。 

   また、法人事業税に外形標準課税を導入すると、法人所得課税の実効税率は下がることとなる。 

一方、税制の簡素化、課税ベースの拡大の観点から、既存の租税特別措置の整理・合理化を大胆に進め

るとともに、経済社会の活性化と構造改革のために、真に有効な政策措置を集中・重点的に講じる必要が

ある。併せて、事業活動が多様な形態で行われている等の経済社会の新しい動きに対応して、法人税の諸

課題に取り組むべきである。  

 

② 政策税制の集中・重点化 －明確な国家戦略を前提とした重点的な措置－ 

   わが国企業の競争力強化や産業構造の改革を進めるためには、21 世紀をリードする産業・技術を見据え

た明確な国家戦略を前提に、規制改革や歳出措置も含めた総合的な政策の重点分野への集中投入が必要で

ある。その一環として税制についても既存の租税特別措置の整理・合理化を大胆に行いつつ、新産業や技

術革新の創出等を目指し、政策税制を研究開発分野等真に有効な分野に重点化すべきである。 
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政策税制の集中・重点化 
（平成15年度改正～平成20年度改正） 

平成 15 年度改正において、大規模なＩＴ投資促進税制、研究開発税制を実施 

ＩＴ投資促進税制          （減収額：5,240 億円）

  企業のＩＴ投資による生産性の向上及びＩＴ関連製品へ

の短期的な需要創出等のための措置としてＩＴ投資促進税

制を導入 

研究開発税制             （減収額：6,490 億円） 

  企業の研究開発を促進するため、試験研究費の総額の８～

10％を税額控除する制度を恒久措置として創設（増加試験研

究費の税額控除制度との選択制） 

平成18年度改正において､IT投資促進税制を廃止し､情報基盤強化税制を導入。研究開発税制は継続 

情報基盤強化税制           （減収額：1,000 億円）

  ＩＴ技術の高度化や情報化・国際化が進展する中で、より

長期的な生産性の向上を図るため、情報基盤強化税制を導入

研究開発税制             （減収額：5,970 億円） 

  試験研究費を増加させるインセンティブを付与するとの

観点から、増加試験研究費の税額控除制度と試験研究費の総

額に係る税額控除制度を統合 

平成 20 年度改正において、情報基盤強化税制及び研究開発税制を見直し 

情報基盤強化税制            (減収額：900 億円）

中小企業の情報基盤への投資を促進する観点から、中小法

人に係る投資下限額を引き下げるとともに、大法人について

対象投資額の上限を設定 

研究開発税制             （減収額：6,510 億円） 

  より一層の研究開発投資を促進するため、試験研究費を増

加させた企業や売上高に占める試験研究費の割合の高い企

業が適用できる税額控除制度を創設 

平成 22 年度改正において、情報基盤強化税制を廃止 

（注）減収額は、それぞれ改正を行った年度における平年度減収額である。 

中小企業に係る措置は、対象設備を拡充の上、中小
企業等基盤強化税制に追加 
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試験研究を行った場合の法人税額の特別控除 

（概要） 

(1) 試験研究費総額の 8～10％(特別試験研究費については 12％)の税額控除(当期の法人税額の 20％を

限度）ができる。 

(2) 中小企業者等の試験研究費については、上記(1)の適用に代えて、その総額の 12％の税額控除（当期

の法人税額の 20％を限度）ができる。 

(注) 上記(1)及び(2)については、平成 21 年 4 月 1 日から平成 23 年 3 月 31 日までの間に開始する各事業

年度につき、当期の法人税額の 30％を限度とする特例が講じられている。 

(3) 平成 20 年 4 月 1 日から平成 22 年 3 月 31 日までの間に開始する各事業年度については、上記(1)又

は(2)に追加して、①試験研究費の増加額に係る税額控除又は②平均売上金額の 10％を超える試験研究

費に係る税額控除のいずれかの選択適用（当期の法人税額の 10％を限度）ができる。 

税目：法人税、所得税 

適用期限：無し 

(3)の増加額等に係る措置は、

平成 24 年 3 月 31 日 

(個人は平成 24 年分) 

(注)の控除上限額等の特例は、

平成 23 年 3 月 31 日 

(個人は平成 23 年分) 

増減収見込額：▲2,540 億円程度 

(21年度平年度ﾍﾞｰｽ) 

大 法 人：総額×(8～10％） 

中小法人：総額×12％ 

 
試験 

当期の 

研究費 

 

○ 試験研究費の総額に係る税額控除制度等 

(上記(1)又は(2)) 

○ 試験研究費の増加額等に係る税額控除制度(上記(3)) 

① 試験研究費の増加額に係る税額控除 ② 平均売上金額の 10％を超える試験研究 

費に係る税額控除 

 

 
比較 

試験 

研究費 

増加額×5％ 
試験 

当期の 

研究費 

 

前3期の平均

 

 
平均売 

上金額 

×10％ 

超過額 × 

税額控除割合 試験 

当期の 

研究費 

 

当期及び
前3期の平均 

(算式) 試験研究費の増加額 × 5％ (算式) (試験研究費-平均売上金額×10％)

×税額控除割合 

※ 税額控除割合＝(試験研究費割合-10％)×0.2 
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引下げ効果 適用期

Ａ社 医薬品 ▲ 6.4％ H21.12期

Ｂ社 電気機器 ▲ 4.3％ H21.12期

Ｃ社 医薬品 ▲13.3％ H21. 3期

Ｄ社 輸送用機器 ▲ 8.8％ H21. 3期

Ｅ社 医薬品 ▲ 8.0％ H21. 3期

Ｆ社 機械/輸送用機器 ▲ 7.5％ H21. 3期

Ｇ社 医薬品 ▲ 6.2％ H21. 3期

Ｈ社 化学/電気機器 ▲ 1.5％ H21. 3期

（注）１．「研究開発費ランキング」（会社四季報2010年第2集）上位50社のうち、有価証券報告書（平成21年中の単体決算）における
　　　　　税効果会計の内訳で「試験研究費の税額控除」による負担軽減率の記載があるものを抽出。
　　　２．業種は、会社四季報の区分による。

法　人（業　種）

研究開発税制による法人税等の負担率の引下げ効果の例
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平成 19 年度の税制改正に関する答申（抄） 

平成18年12月 
税制調査会 

 

 

Ⅱ 総合的な税制改革の流れの中での平成 19 年度税制改正 

１．経済活性化に向けた速やかな対応 

 

(1) 減価償却制度 

減価償却制度は、償却資産の使用期間にわたって費用と収益を対応させるものであるが、国際的な競争

条件を揃え、競争上のハンディキャップをなくすことが重要である。このため、主要国では設けられてお

らず、合理的な説明が困難な償却可能限度額（取得価額の 95％）については、これを撤廃すべきである。 

また、設備投資を促進し、生産手段の新陳代謝を加速する観点から、新規取得資産について法定耐用年

数内に取得価額全額を償却できるよう制度を見直し、残存価額（10％）を廃止するとともに、償却率につ

いても国際的に遜色のない水準に設定すべきである。 

法定耐用年数・設備区分については、使用実態を十分把握した上で、簡素化等の見直しをしていく必要

がある。特に、技術革新のスピードが早く、実態としても使用年数の短いものについては、早急に法定耐

用年数を短縮すべきである。 

なお、固定資産税における償却資産については、資産課税として、課税対象の資産価値を評価するため

に減価を行っているものであり、法人税の減価償却とは趣旨が異なる。今後、その評価方法については、

税の性格を踏まえ、検討していく必要がある。 
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 減価償却制度の見直し 
（平成 19 年度改正及び平成 20 年度改正） 

平成 19 年度改正 

○ ２５０％定率法の導入 

  新規取得資産について償却可能限度額(95％)及び残存価額を廃止し、１円(備忘価額)まで償却

できるようカーブを見直す 

 

 

 

○ 既存の資産については、償却可能限度額に到達後５年間で１円まで均等償却できることとする 

 

平成 20 年度改正 

○ 法定耐用年数及び資産区分の見直し 

・ 法定耐用年数について、減価償却資産の使用実態調査の結果を踏まえた見直し 

・ 資産区分について、項目数の多い別表第二（機械・装置）を中心に、資産区分の整理 

○  耐用年数の短縮特例制度の手続簡素化 

250％定率法とは、まず、定額法の償却率(１／耐用年数)を２.５倍した率を償却率とする定率法に

より償却費を計算し、この償却費が一定の金額を下回る事業年度から残存年数による均等償却に切

り換えて、耐用年数経過時点に 1円まで償却する方法をいう。

17



耐用年数10年の資産を定率法で減価償却した場合の国際比較

　　　（注）ドイツについて、2009年及び2010年中に調達されたものに対して定率法（償却率：定額法の償却率の2.5倍又は25％のいずれか低い方）を選択できる（原則：定額法）。
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租税特別措置の見直しに関する基本方針（平成22年度税制改正大綱）租税特別措置の見直しに関する基本方針（平成22年度税制改正大綱）

（１）租税特別措置の見直しは、租税特別措置法に規定された措置や特例等のうち、産業政策等の特定の政策目的により
税負担の軽減等を行う措置（以下「政策税制措置」という。）に該当するものを対象とする。

（２）政策税制措置に該当するものの全てについて今後４年間で抜本的に見直す。各年の見直しの対象は、その年度末ま
でに期限が到来する措置に、期限の定めのない措置等を随時加えたものとすることを基本とする。

租税特別措置の見直しに当たっては、公平・透明・納得の税制の構築と財源確保の要請を踏まえつつ、以下の方針に
より行うこととする。

（１）既存の政策税制措置のうち、期限の定めのある措置については、その期限到来時に廃止する（サンセット）。ただ
し、「指針」に照らして合理性、有効性及び相当性のすべてが明確に認められる措置に限り、その内容の厳格な絞込
みを前提に、原則として３年以下の期限を付して存続させることを検討する。
なお、「指針」に照らして厳格な見直しを行った結果、実質的に同じ内容の措置を20年を超えて存続させることと

なる場合には、原則として、期限の定めのない措置とすることを検討する。

（２）既存の政策税制措置のうち、期限の定めのない措置については、関連する措置を見直す場合等の適時に、「指針」
に照らして、その適用状況や政策評価等を踏まえて存続の必要性を判断し、存続させる場合は、内容の厳格な見直し
を行う。
なお、期限の定めのない措置のうち、もはや適用状況や政策評価等を踏まえた必要性を判断する必要がなく、かつ、

課税の公平原則を逸脱するものではないと明確に認められるものについては、本則化の適否を検討する。

（３）政策税制措置を新設又は拡充する場合には、スクラップ・アンド・ビルドを基本とし、その費用対効果の見通しと
検証可能性に留意しつつ、「指針」を踏まえてその緊要性を厳格に判断し、原則として、３年以下の期限を付すもの
とする。

見直しの方針（「ふるい」）

見直しの対象
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本年度見直し対象措置

８２

租税特別措置法の規定による特例措置

３１０

政策税制措置

２４１

・租税回避防止措置
・手続の特例 等

（注）特例措置数は、平成21年6月26日までの公布法令に基づく。

本年度末までの
期限到来措置

４７ １９１６

期限未到来措置等

期限の定め
の無い措置

（内訳）

平成22年度改正における租税特別措置の見直し平成22年度改正における租税特別措置の見直し

見 直 し

６５１１９期限の定め
の無い措置

１０８２１６期限未到来
措置等

２５１６９４７期限到来措置

４１２９１２８２見直し対象措置

計縮減廃止
総計
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#####

#####

#####

#####

法 人 税 関 係 ▲ 11,380 ＋ 3,310 ▲ 8,070

（単位：億円程度）

▲ 15,820 ― ▲ 15,820

差 引 計

▲ 4,230

▲ 3,840

＋ 2,450

＋ 860

所 得 税 関 係

減 収 見 込 額 増 収 見 込 額

大法人
(資本金１億円超)

中小法人
(資本金１億円以下)

▲ 6,680

▲ 4,700

（注２）個人、法人で共通の措置については、主として想定される適用対象者に応じて、所得税関係、法人税関係のいずれかに計上
　　　している。

そ の 他

合 計 ▲ 73,510 ＋ 22,300

▲ 46,310 ＋ 18,990

▲ 51,210

▲ 27,320

（注１）上記は、租税特別措置法の規定による特例について、平成21年度に適用される措置に基づく増減収見込額（平年度ベース）
　　　を試算したものである。なお、①データ上の制約など増減収額を見込むことが困難であるもの、②増減収額が僅少(10億円未満)
      であると見込まれるもの、③制度の内容から増減収額は生じないと考えられるものは、含まれていない。

租税特別措置法の規定による特例に係る増減収見込額
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租税特別措置法の規定による特例措置の増減収見込額（主なもの）租税特別措置法の規定による特例措置の増減収見込額（主なもの）

【法人税関係】
○試験研究を行った場合の法人税額の特別控除（研究開発税制）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・▲ 2,540
○中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別控除（中小企業投資促進税制）・・▲ 2,500
○エネルギー需給構造改革推進設備等を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別控除（エネルギー需給
構造改革推進投資促進税制）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・▲ 1,220

○退職年金等積立金に対する法人税の課税の停止・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・▲ 1,170
○中小企業者等の法人税率の特例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・▲ 1,100
○情報基盤強化設備等を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別控除（情報基盤強化税制）・・・・・ ▲ 700
○事業革新設備等の特別償却・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ▲ 550

【所得税関係】
○住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除（住宅ローン減税）・・・・・・・・・・・・・・・・▲ 8,560
○確定申告を要しない配当所得・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・▲ 3,200
○公的年金等控除の最低控除額等の特例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・▲ 1,710
○青色申告特別控除・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ▲ 600

【その他】
○石油化学製品の製造のため消費される揮発油の免税等（ナフサ免税）・・・・・・・・・・・・・・・ ▲ 35,940
○地価税の課税の停止・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・▲ 2,020
○土地の売買による所有権の移転登記等の税率の軽減・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・▲ 1,220
○小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・▲ 1,090
○住宅取得等資金の贈与に係る相続時精算課税制度の特例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・▲ 1,050
○自動車重量税の免税等（エコカー減税）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・▲ 1,020
○農地等についての相続税の納税猶予等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ▲ 570
○引取りに係る石油製品等の免税・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ▲ 510
○引取りに係る特定石炭の免税・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ▲ 510

【増収項目】
○揮発油税及び地方揮発油税の税率の特例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・+ 13,570
○自動車重量税率の特例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ + 5,420
○交際費等の損金不算入・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ + 3,310

（注）増減収見込額は参・予算委員会資料「租税特別措置法の規定による増減収額試算」（平成21年7月）に基づく。

（単位：億円程度）
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所得金額 税率 

所得金額のうち年８００万円超の金額 ３０％ 

〃    年８００万円以下の金額 ２２％（１８％） 

(注) カッコ書きは、平成 21 年４月１日から平成 23 年 3月 31 日までの
間に終了する各事業年度に適用される税率。 

                                      
 
 
 
 
 
 
 
 
 

中小法人(資本金 1億円以下の法人)に対する法人税率 

 

30％ 

22％ 

（18％） 

800 万円 （所得金額）

（税率） 

11％ 

約 1,800 億円

※ 一社当たり最大 56 万円 

 （参考）中小法人の欠損法人割合 

中小法人 
２５６．８万社 

 
 

利益計上法人
７２．６万社
（２８．３％）

 

 

  

 

欠損法人 
１８４．２万社 
（７１．７％） 

全法人数の
９８.９％

 

 
(注) 会社標本調査（平成 20 年度分）による。なお、全法人数は、活動中の内国普通法人２６０．３万社から連結子法人を除いた２５９．７万社。 
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（注）課税所得を事業税引後所得として、法人税及び所得税の税負担率を算出。

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

中小法人と個人事業主との税負担率比較（国税）
税率

所得金額
800万円475万円

中小法人【特例措置(現行)】

（軽減税率18％）

個人事業主
（個人所得税）

11％

15.05％

1,836万円

24.77％

中小法人【本則】
（軽減税率22％）

2,155万円

27.03％

中小法人
軽減税率11％に
引き下げた場合
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 ○ 中小法人の軽減税率（本則22％、現行18％）
     創設年度　昭和30年（本則部分）
   　　     　 平成21年度（22％→18％）
     減収見込額　▲1,100億円程度（22％→18％の部分）

軽減税率による税負担の軽減措置

 ○ 中小企業向け研究開発税制
　 （中小企業技術基盤強化税制）
      創設年度　 　昭和60年度
      減収見込額　▲70億円程度

 ○ 中小企業等基盤強化税制
　　　創設年度　　 昭和62年度
　　　減収見込額　▲140億円程度

 ○ 中小企業投資促進税制
       創設年度　　 平成10年度
       減収見込額　▲2,500億円程度

 ○ 交際費等の損金不算入の特例
　     創設年度　　 昭和29年度
　　※　定額控除額の適用対象者が資本金1億円以下の法人と

　　　　なったのは、平成15年度

       減収見込額  ▲3,100億円程度

 ○ 中小企業の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例
       創設年度　　 平成15年度
       減収見込額　▲290億円程度

租税特別措置による課税ベースの減免措置

(注）減収見込額は、平成21年度ベース（平年度）である。

主な中小企業支援税制
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【参考】給与所得控除の額 

オーナー給与 

の額 

給与所得 

控除額 

１,０００万円 ２２０万円 

１,５００万円 ２４５万円 

２,０００万円 ２７０万円 

３,０００万円 ３２０万円 

５,０００万円 ４２０万円 

１億円 ６７０万円 

【参考】 平成 20 年分民間給与実態調査によ
ると、給与所得者の平均給与は４３０万
円（収入金額ベース） 

 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 

  

その他
の

経費

オーナー
の

給与

法人税
の

課税ベース

所得税
の

課税ベース

収入から
の

控除分

経　費

課税ベース

法人段階 個人段階 トータル

【オーナー企業】 【個人事業主】

経　費

課税ベースにズレ

⇒　法人段階で
　損金算入を制限
　することで調整

『基準所得金額』
　　　　＝ 個人事業主の場合
　　　　　　の課税ベース

課税ベース

給与所得
控除

 

【改正前の制度の概要】 

 対象企業：オーナー及びその同族関係者が株式の 90％以上を保有し、常務に従事する役員の過半数を占めている同族会社 

 適用除外：基準所得金額（法人所得＋オーナーの給与）が 1,600 万円(19 年度改正で 800 万円から引上げ)以下の法人 

基準所得金額が 1,600 万円超 3,000 万円以下で、オーナー給与の割合が 50％以下の法人 

新会社法における一人会社の全面的解禁や最低資本金規制の撤廃等を背景として、個人事業主との負担の公平性を確保

する観点から、いわゆる一人オーナー会社において発生する「経費(オーナー給与に係る給与所得控除相当額)の二重控除」

を是正する措置を導入（平成18年度改正） 

 

【改正の内容】 

本制度は、平成22年度改正で廃止。なお、オーナー給与に係る課税のあり方については、いわゆる「二重控除」の問題

を踏まえ、給与所得控除を含めた所得税のあり方について議論をしていく中で、個人事業主との課税の不均衡を是正し、 

「二重控除」の問題を解消するための抜本的措置を平成23年度改正で講じる。 

特殊支配同族会社(いわゆる一人オーナー会社)の役員給与の損金不算入制度の廃止 

26



（参考）制度導入時の推計

　　（備考）平成19年度分の会社標本調査等のデータを基にした推計

要件緩和時
（19年度）の推計

5～6万社

適用除外基準

20年3月決算法人

税額

290億円

160億円

－11.7万社

5.6万社

1,600万円

19年3月決算法人

－

法人数

過去に実施したサン
プル調査に基づく推

計

800万円

800万円

1,600万円

2～3万社

制度導入時
（18年度）の推計

1,600万円

全　　体 12.0万社

赤字法人

9.3万社

2.8万社

（備考）平成19、20年度分の会社標本調査等のデータを基にした推計

19

602億円

○　本制度により納税額が増加した法人数等 ○　適用会社におけるオーナー給与の水準

19 20

オーナー給与
最高額

19 20 20

年
度

8.3万社

黒字法人
9.3万社 672億円

1,600万円20

11.0万社

適用法人数

8.3万社

2.7万社

適用除外基準
（基準所得金額）

法人数 税　額

年度 19

オーナー給与
平均額

2,048万円

1,926万円

2,020万円

1,937万円

2,059万円

1,968万円

3億8,200万円

3億6,000万円

精査中

精査中

5,874

12,478

19,417

22,654

16,882

11,437

2,433

3,487

6,458 6,450

4,908

2,750

822
883 572

2,380

24244

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

黒字法人

赤字法人

800万円
以下

800万円～
1,200万円

1,200万円～
1,500万円

1,500万円～
2,000万円

2,000万円～
3,000万円

3,000万円～
5,000万円

5,000万円～
7,000万円

7,000万円～
１億円

１億円超

オーナー給与が1,500万円超の法人数
  　：　約７.０万社（全法人の約60％）

オーナー給与が2,000万円超の法人数
　  ：　約４.１万社（全法人の約35％）

（法人数）

オーナー給与

特殊支配同族会社（いわゆる一人オーナー会社）の役員給与の損金不算入制度の適用状況等

　【参考データ】
　　本調査(平成19年度分)における適用対象法人のオーナー給与
　　の中位数　　　　１６８０万円

【平成19年度分】
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0%

10%

20%

30%

40%

50%

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400 1,600 1,800 2,000 2,200 2,400 2,600 2,800 3,000 3,200 3,400 3,600 3,800 4,000 4,200 4,400 4,600 4,800 5,000

事業所得金額（個人事業主）：（万円）
基準所得金額（法人所得＋オーナー給与）：（万円）

一人オーナー課税の廃止後

個人事業主
（事業所得に係る所得税）

中小法人の実効税率

※　基準所得の50％をオーナーに給与として支給している場合

個人事業主と一人オーナー会社の税負担

(注)１．地方税を含む
　 　２．中小軽減税率は18％で計算

一人オーナー会社　※
  法人所得にかかる法人税(22年度改正
  前）　＋　オーナーの給与に係る所得税

実効税率
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Ⅲ．旧政府税調における議論 

 

 

 



 
 
 
 

○我が国において欠損法人が多いことの原因・背景 

・ 日本の中小法人の多くは欠損法人であり、これだけ多いのは本来おかしなこと、との指摘がある（経済理論的には、

欠損続きの法人には資金が集まらず存続できないはず）。 

・ 欠損法人が多い背景には、中小事業者（オーナー経営者）が資本（法人）所得や事業所得を給与所得に形態転換

する、という租税回避的な行動があるのではないか。 

・ 日本では、労働所得、とくに給与への税率が資本所得よりも低い。以下のように税率構造とともに所得控除（給与所

得控除）が重要な役割を果たしており、結果として、税が本来あるべき以上に法人化を促進しているのではないか。 

①オーナー経営者が所得を法人に留保せず、自身の給与として分配。 

給与所得控除が適用され課税所得が縮小、所得税の低い税率ブラケットが適用される。その結果、法人に留保

するよりも税負担が軽減できる。 

②個人自営業者の事業所得には給与所得控除が適用されない。 

個人自営業者が事業形態を法人に転換し所得を給与で分配すれば、控除が適用されて税負担が軽減できる。 

・ 日本の所得形態転換による租税回避的行動は、欧米でも違う形（中小事業者による労働所得から資本所得へのイ

ンカム・シフティング）で発生している。「所得形態転換による課税ベース選択」は中小事業者の特徴。 

・ 租税回避的行動は、税収ロス（税収ロスの発生分だけ、税率を引き上げねばならないとすれば、それによって非効

率性が発生）や、税制における不公平などの問題をもたらす。 

日本の欠損法人に関する考察 
（調査分析部会(平19.7.31) 八塩裕之専門委員報告のポイント） 

平成19年10月2日 
政府税制調査会 
企 画 会 合 資 料 
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○ グローバル化（資本、財、サービス及び労働の可動性の増大）に伴う税制の課題 

 課税ベースの可動性の増大（→①実物投資先の決定がより税制に敏感に②帳簿上の利益移転がより容易に③租

税回避防止がより困難に）。 

 税制に関する帰着の変化（→最終的な税負担が可動性の低い要素に移転）。 

 所得の不平等の増大（→公平の達成に税制と歳出措置のどちらが効果的か）。 

 可動性の有無に関わらず、税制が政策全般へのシグナルとして利用される。 

 国際的な税制及び税務行政における協調に関する問題を提起。 

 

○ 競争力と成長のための税制改革 

・ 法人所得税に焦点が当たるが、問題はそれだけではない。消費課税への依存が大きいほど成長が速いという証拠

がある。 

・ 法人所得税の法定税率は国際的な租税競争の対象となるが、重要なのは、OECD 諸国では税収が課税ベース拡

大等を反映して概ね変わっていないこと。 

・ 法人所得税の投資への影響には、以下の 2 つの側面。 

 平均実効税率（プロジェクトの期間全体の税負担率）は、どの国に投資を行うかの選択に関わる。概して法定税率

によるが、利益移転等に重要な意味。 

 限界実効税率（追加的な投資に対する税負担率）は、どのくらい投資を行うかの選択に関わる。法定税率だけでな

く、償却制度や様々な特別措置が関連。 

・ 法人所得税の競争は、それを純粋な利益に対する課税に近づける試みでもある。 

・ 研究開発（R&D）に対するインセンティブは、研究開発を促進する効果を持つが、それが社会的な利益をどの程度生

み出すかが政策的に重要。 

グローバル化する経済の中での税制の課題 
（調査分析部会(平19.5.17) IMF報告のポイント） 

平成19年10月2日 
政府税制調査会 
企 画 会 合 資 料 
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○限界税率と平均税率 

• 経済学の標準的な考え方においては、投資促進策としては限界税率の引下げが効率的とされてきたが、80 年代以

降、各国では課税ベースを拡大し、一定の税収を確保しながら、法定税率を引き下げている。 

• 平均税率の引下げは、既存株主への lump-sum transfer を意味することから、経済効率をむしろ低下させる側面もあ

るが、時間をかけて引き下げることで、そうした弊害を抑制できる。 

 

○平均税率引下げを巡る論点 

• 流動性制約の存在が効率的投資を大きく阻害している場合には、平均税率の引下げが好ましいが、一方、フリーキ

ャッシュフロー仮説が当てはまる場合には、企業による非効率な過剰投資を促すため、必ずしも望ましくない。現在

の日本企業は、後者の状況にあるのではないかとも考えられる。 

• 対外直接投資は様々な要因に影響を受けるが、立地選択の段階においては、平均税率が影響を与える可能性があ

る。ただし、欧米の実証研究ではその影響の規模について議論があるほか、我が国に関する実証研究では影響の

有無について見方が分かれている。 

• 多国籍企業が世界全体の税負担の最小化を図って行う利益移転に関しても、平均税率が問題となり、実証研究にお

いても、低率国へ利益移転を行うことが確認されている。利益移転への対抗措置が十分機能しない場合には、平均

税率の引下げにより、自国外への利益移転を防止しようとする国も現れることになる。 

企業税制改革：限界税率と平均税率、税の競争と協調の観点から 
（調査分析部会(平19.7.13) 國枝繁樹専門委員報告のポイント） 

平成19年10月2日 
政府税制調査会 
企 画 会 合 資 料 
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○法人税の転嫁と帰着 

• 法人税は「法人」が負担しているのではなく、（税引後）企業所得、製品価格、賃金等の様々なルートを通じて、従業

員、株主、債権者、顧客などのステークホルダーが負担。 

• 法人税負担の転嫁は、需要や供給の価格弾力性によって決まる。 

• 法人税負担の転嫁は、現時点だけでなく、将来にも及ぶ可能性。 

 

○実体経済での法人税の帰着 

• 2005 年に経済産業省が行ったアンケート調査では、以下の結果。 

 法人税負担が増大した場合、短期的には利益圧縮等で対応するが、中長期的には賃金・雇用調整で対応する

との回答が多い。 

 今後、中長期的に法人税負担が増大していく場合、8 割弱の企業が競争力に影響があると回答。 

 企業が国際的な立地選択を行う上で、法人税・社会保険料負担ともに、これまで以上に今後は重要と判断材料

になるとする企業が多い。 

• アメリカの実証分析では、法人税負担は約 70％が自国の労働者に、約 30％が自国の資本に帰着するとの分析例が

ある。国際間の資本移動を通じて、外国の労働者や資本にも税負担は帰着する。 

 

○法人税と消費税の比較の視点 

• 法人税は法人だけが負担し消費税は消費者だけが負担するというものではない。 

• 消費税は労働所得税と近い性質を持つ（遺産を残さない等の一定の前提の下で、消費税と労働所得税は同じ効果

を持つという等価定理）。 

• 法人税は、労働に帰着する部分と資本に帰着する部分があることから、労働所得税と資本所得税が結合した税と見

ることができる。 

• 法人税と消費税を比較する視点として、労働所得税と資本所得税のどちらが望ましいかを見る視点が有用。 

税と設備投資 法人税の転嫁と帰着について 
（調査分析部会(平19.6.15) 土居丈朗専門委員報告のポイント） 

平成19年10月2日 
政府税制調査会 
企 画 会 合 資 料 
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○法人企業公的負担の影響についての概括的な理解 
• 法人所得税や社会保険料の企業負担の軽減は、利潤等のキャッシュ・フロー増加をもたらし、当該企業の設備投資

促進につながる。さらに、賃金・雇用等の増加や財・サービス価格低下などを通じて労働者や消費者にもメリットを及
ぼすと考えられる。 

• 主な影響経路は①設備投資の拡大に伴うマクロ経済押し上げ②外国企業による対内投資の促進③キャッシュ・フロ
ー増加による賃金･配当の増加④財･サービス価格の低下等のプラス効果⑤税収減に伴う財政赤字の拡大と利子率
押し上げによるマイナス効果。 

 
○諸研究を踏まえた留意点等 
• 企業負担の軽減が経済にプラスの効果を及ぼすかについては、内外で定量的な分析が蓄積されているが、ポジティ

ブな見方とネガティブな見方に分かれている状況。 
• 企業負担のあり方を考えるにあたっては、以下のような観点に留意が必要。 

①少子高齢化・人口減少、グローバル化の進展といった経済社会のトレンドとの関連。長期的な経済活性化のため
には持続的な経済成長が不可欠であり、それには経済社会のトレンドへの適切な対応が必要となる。法人企業の
公的負担軽減が研究開発（R&D）投資を促す可能性や長期的に予測される国内の投資資金不足に対応するため
の対内投資の促進なども考慮する必要がある。 

②他方、法人税率引き下げによってキャッシュ・フローが増加しても、将来の需要増加などの期待がない限り、設備
投資に結びつかないこともありうる。また、たとえ税率が引き下げられても社会保険料雇用主負担の増加によって
設備投資に結びつかない可能性もある。加えて、税収減による長期金利上昇、法人税減税が他税の増税予想をも
たらす効果なども検討しなければならない。 

③欠損法人への影響、法人税の帰着の問題も考慮すべき点である。 
 

○要点 
• 企業負担の軽減により、資本コストが下がれば、借入金利が変わらないとの前提の下では設備投資の増加につなが

るが、税収の落ち込みによる金利上昇といった影響経路もあることから、マクロ経済に与える影響については多角的
な分析が必要。 

企業負担と経済活性化の関係について 
（調査分析部会(平19.4.23) 加藤久和専門委員報告のポイント） 

平成19年10月2日 
政府税制調査会 
企 画 会 合 資 料 
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